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この稿では，1965 (昭和 40) 年の精神衛生法改正から，1987 (昭和 62) 年の精神
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手直しが必要とされたこと。それに伴い内閣府に「障がい者制度改革推進会議」が置かれ，









1950 (昭和 25) 年に精神病者監護法及び精神病院法が廃止されて精神衛生法が制定された。
精神衛生資料(1)によると，1941 (昭和 16) 年には全国に 167 の精神病院，2万 4,000床の精神
病床があったが，戦災と施設転用のために激減し，1945 (昭和 20) 年には病院数 32施設，病
床数 3,995床までになった。その後徐々に回復し，1952 (昭和 27) 年 1 月には精神病院 151施
設，2万 2,566 病床が存在していた。また戦後の覚せい剤等の慢性中毒による精神障害者が増
加したため，1949 (昭和 24) 年覚せい剤取締法を受けて，精神衛生法の対象として慢性中毒
者の精神病院収容が増加した。このような状況のもと精神病床増設のために民間精神病院の
設置・運営について国庫補助の規定が設けられたことが契機となって，精神病院設置ラッシュ
を招来し，1960 (昭和 35) 年には 8万 5000床，1961 (昭和 36) 年 6 月には，724施設，10万
4,813 病床に増加している(2)。この頃すでに病床のうちの 79.6%が民間医療機関であった。こ
の割合の多さが後々まで日本の精神医療施策の弊害の原因となるのである。当時の精神障害者
数は 124万人であり，医療を受けている患者数は 30%程度，在宅のものが 65%近いとの結果
が出ている(3)。1963 (昭和 38) 年に行われた精神衛生実態調査によると，この統計をふまえ，
日本精神病院協会，日本精神神経学会，厚生省がそれぞれ精神衛生法の全面改正の準備に入っ





内村祐之) に法改正の審議を委任した。当該審議会は 1964 (昭和 39 年) 7 月 25 日に中間報告
書を，次いで翌 1965 (昭和 40) 年 1 月 14 日付で答申をまとめ，提出している。
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精神衛生法 1950 (昭和 25) 年 改正精神衛生法 1965 (昭和 40) 年
注 (下線部分の改正のみで *20 条，22 条，33 条に関しては改正されていない)




























WHOの派遣で来日し，3 か月にわたって日本国内での調査に当たったクラーク (Clark, D.
H.) は 1968 (昭和 43) 年のクラーク勧告(7)のなかで，日本の精神科医療，精神科病院の閉鎖
性，活動プログラムの貧困，過密収容といった問題を指摘し，地域精神衛生活動の推進，専門
職種の養成等といった提言をしたが，入院制度に関しての詳しいコメントは見当たらない。
ライシャワー事件を機に慌ただしく手をつけられた 1965 (昭和 40) 年の精神衛生法改正で
は，抗精神病薬の導入が始まっていた時期であるにもかかわらず，保護者の義務内容の見直し
や，まして同意入院制度廃止等についてはほとんど論じられることはなかった。いうまでもな











1) 第一線行政機関 (保健所) の報告から
元吉は保健所長という精神保健行政の立場からではあるが，「同意入院を管理者が行うにあ
たって，その管理者は医師であればよい，ことの問題。同意入院，仮入院の制度が人権保護の
上で十分でない欠陥を補うため，知事の審査権が定められている。(法 37 条) 従来この審査権
の行使されることは稀であったが，最近事故や不祥事件が頻発したためか，昭和 45 年以降増









心 (パレンス・パトリエ) なのか，個人の意思を認めない強制権限 (ポリス・パワー) なのか
については議論の分かれるところである。同意入院を強制入院とする根拠について，町野は強
制入院としての同意入院を明確にしたのは八王子市長同意事件東京地裁判決であるとする(10)。












(3) 精神衛生法改正後 1965 (昭和 40) 年〜1985 (昭和 55) 年の時代背景と議論
精神衛生法の不備に関してはすでに様々な観点から問題視されていた(12-15)。精神病床数は
増え続け，病床利用率は 100%を越え，入院患者のうちのほぼ 1/4 が措置入院患者で，しかも
経済的措置入院者が激増している時代であった。日本国内では前述したように，各地で精神病
院不祥事件が頻発し，1969 (昭和 44) 年には日本精神神経学会理事会が「精神病院に多発す
る不祥事件に関連し全会員に訴える」という声明まで発表している。
1) 日本精神神経学会の動き，世界精神医学会シンポジウム
1973 (昭和 48) 年にはすでに精神神経学会に精神衛生法委員会が設置され (実質的な検討





1981 (昭和 56) 年の日本精神神経学会第 77回総会(17)では「精神医療における倫理」とい
うテーマのシンポジウムが開かれ，精神科医，弁護士等から精神医療が内包するパターナリズ




























5-5 精神病床数，在院患者数，措置患者数，措置率，病床利用率の推移 (各年 6月現在)
表 2 全病床数，措置患者数他の推移
0.581,816314,251350,353平成 20 年 (2008)
324,335354,313平成 17 年 (2005)
91.20.62,061321,633352,721平成 18 年 (2006)
90.20.61,853317,350351,762平成 19 年 (2007)
89.14
平成 14 年 (2002)
92.90.82,566329,990355,269平成 15 年 (2003)
91.90.72,414326,125354,923平成 16 年 (2004)
91.50.72,276
1.75,854340,812362,154平成 7 年 (1995)
93.01.03,247333,328358,597平成 12 年 (2000)
93.10.82,767332,022356,621
在院患者数全精神病床数
102.123.365,571281,346275,468昭和 50 年 (1975)









2) 日本精神医学ソーシャルワーカー協会と Y氏事件 (Y問題) をめぐって
日本精神医学ソーシャルワーカー協会では 1969 (昭和 44) 年に起きた Y事件に関して 4 年
後に重大な問題提起がなされた。1973 (昭和 48) 年の日本精神医学ソーシャルワーカー協会




機関の精神衛生相談員 (PSW) や，医療機関 PSWであった。実際には統合失調症でなく，短














スと答弁をしたが，各地の精神病院内での患者虐待が明らかになり，厚生省は 1984 (昭和 59)
年 6 月三局長 (公衆衛生局・医務局・社会局) 通知「精神病院に対する指導監督の強化徹底に
ついて」を示し，翌年「精神病院入院患者の通信・面会に関するガイドライン」を通知した。
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(ICHP) は調査団を送りこみ，1985 (昭和 60) 年 6 月 11 日「日本における精神障害者の人権























(解説部分) 第 41 条の引き取り義務を第 22 条に入れる。措置入院関係のみならず，すべての
退院患者に適用させて，引き取り退院を円滑に実施できるように規定する。療養指導義務が
明らかになる。




















































































































を剥奪できるか，等々種々の疑問があり，憲法並びに B規約 9 条 1項外に違反するとの見解
がある。










令で入院できる法制度は，国際的にも少数 (45 か国中北欧を中心に 9カ国) であるという。
(5) 精神衛生法改正国際フォーラムの決議 1987 (昭和 62) 年から






























































戦後 40 年近くが経過しているにもかかわらず，1965 年改正の時と同様，わが国における家
族制度の特性を理由に，医療保護入院・保護者制度は存続されるに至ったのである。精神衛生
法改正法案は，第 109回国会，衆議院社会労働委員会による一部修正後昭和 62 年 9 月 26 日に
法律第 98 号として交付された。
3．精神保健法制定以降の医療保護入院・保護者制度の検討
1991 (平成 3) 年 国連総会によって採択された「精神疾患を有する者の保護及び精神保健
ケアの改善のための原則」(以下，国連原則) における諸原則のうち，非自発的入院に関する
項目は原則 16 の「非自発的入院」にあたり，原則 4 等を引用しながら強制入院の是非を問う
論考も増えている。以下，審議会意見や当事者家族系の中から主要な意見を紹介する。









































護者制度の是非が論議されていた。国際的にみると 1981 (昭和 56) 年から始まった国連障害
者の 10 年が，かなりの成果をあげて最終年を迎えていた。さらに 1990 年代 21世紀にむかっ
て，国際的には障害者に関する社会的関心が高まっていた。アメリカでは「障害を持つアメリ
カ人法」(1990) が施行され，国連では「精神病者の保護及び精神保健ケアの改善」に関する
決議 (1991) がされた時代である。1992 (平成 3) 年には，第 47 回国連総会で国際障害者
デー (現在は障害者週間) を決議する等，国際的にも障害者に関する社会的理解と関心，人権

























(2) 今後の障害保健福祉施策について (意見)(44) 1999 (平成 11) 年




















1999 (平成 11) 年 4 月 15 日の改正法律案の質疑・答弁の資料(45)を見ると，医療保護入院
に対する質疑に，大臣答弁は「医療保護入院も強制入院の一種であり，人権に配慮する必要が












































この後，1999 (平成 7) 年の精神保健福祉法に改正され，部分改正が頻繁に行われているが，
医療保護入院と保護者制度に手が加えられることはなかった。
5．医療保護入院・保護 (義務) 者制度に関する論議のまとめ






















精神保健福祉法 1995 (平成 7) 年 精神保健福祉法 1999 (平成 11) 年
表 4 精神保健福祉法改正 保護者制度の改正
保護者保護者 (1993 平成 5年改正)
保護者の権利規定
保護者



























その後 2003 (平成 15) 年公布の医療観察法，2004 (平成 16) 年の精神保健医療福祉の改革
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精神保健法









1999 (平成 11) 年
制度名称 手続き・要件 備 考




1900 (明治 33) 年
精神病院法
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